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1 水量及び水質実績 

項    目 R3 R4 R5 R6 R7 

年間総流入水量（㎥/年） 9,565,166 9,383,227 9,162,721 9,357,012  8,934,178 

分流汚水流入量（㎥/年） 8,393,202 8,260,265 8,093,502 8,302,402 8,037,280 

合流汚水流入量（㎥/年） 631,570 633,986 647,913 580,207 586,105 

合流雨水流入量（㎥/年） 540,394 485,730 421,306 474,403 274,388 

下
水
流
入
水
質(

分
流) 

PH 7.6 7.6 7.7 7.6 7.7 

透視度（cm） 5.0 4.8 4.4 4.8 4.2 

BOD（mg/ℓ） 235 233 215 229 296 

COD（mg/ℓ） 115 119 119 121 123 

SS（mg/ℓ） 174 175 174 192 204 

T－N（mg/ℓ） 48.0 47.3 48.2 49.9 52.7 

T－P（mg/ℓ） 5.23 5.25 5.01 5.13 5.24 

下
水
流
入
水
質(

合
流) 

PH 7.4 7.4 7.5 7.5 7.4 

透視度（cm） 18.8 19.7 17.7 16.9 14.5 

BOD（mg/ℓ） 108.4 78.3 83.0 95.7 133 

COD（mg/ℓ） 31.4 30.9 31.6 31.7 35.2 

SS（mg/ℓ） 14.0 13.9 12.6 12.6 18.7 

T－N（mg/ℓ） 16.6 15.3 15.5 16.1 19.5 

T－P（mg/ℓ） 1.81 1.57 1.64 1.74 2.05 

放
流
水
質(

一
系
） 

PH 6.9 6.9 6.9 6.9 7.0 

透視度（cm） 99 100 100 100 100 

BOD（mg/ℓ） 4.0 2.8 1.5 1.2 1.4 

COD（mg/ℓ） 7.7 7.7 7.0 6.7 7.0 

SS（mg/ℓ） 2.4 1.1 1.4 1.5 1.2 

T－N（mg/ℓ） 9.3 9.1 9.0 8.6 8.1 

T－P（mg/ℓ） 0.30 0.19 0.26 0.30 0.22 

放
流
水
質(

二
系
） 

PH 6.9 6.9 7.0 6.9 6.9 

透視度（cm） 99 ＞100 ＞100 ＞100 ＞100 

BOD（mg/ℓ） 1.2 2.8 1.6 1.4 1.8 

COD（mg/ℓ） 8.1 8.3 7.9 7.5 8.2 

SS（mg/ℓ） 1.8 1.8 1.7 1.9 2.2 

T－N（mg/ℓ） 7.8 7.7 7.3 7.0 7.2 

T－P（mg/ℓ） 0.21 0.24 0.24 0.20 0.20 

※流入水量＝放流水量とする（放流水質を基準とする。） 
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2 流入水等の予定 

（1）流入下水量等 

令和 年度 9 10 11 12 13 

年間総流入水量

（㎥/年） 
9,699,939 9,817,019 9,935,512 10,055,435 10,176,805 

分･合流汚水 

流入水量（㎥/年） 
9,208,150 9,319,294 9,431,779 9,545,622 9,660,839 

 

（2）流入基準（木更津市公共下水道事業計画） 

項  目 流入水質（mg/L） 

BOD 200 

COD 105 

SS 180 

窒素 44 

リン 5.0 

 

3 実施体制に関する要求水準 

（1）受託者は、木更津市公共下水道施設等維持管理業務委託（包括的民間委託）（以下「業務

委託」という。）に係る業務の実施にあたり、木更津市公共下水道施設等維持管理業務委

託（包括的民間委託）特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）第 20 条第 1 項（1）

に示す要件を満たす者を総括責任者として木更津下水処理場に配置する。総括責任者の役

割は、木更津市公共下水道施設等維持管理業務委託（包括的民間委託）一般仕様書（以

下「一般仕様書」という。）第 8条に示すとおりとする。 

（2）受託者は、関係法令に基づき、業務の実施に必要な有資格者を配置する。また、業務の遂行

にあたり、運転管理等にかかる技術者（以下「従事者」という。）を適切に配置し、業務

委託を確実に実施できる体制を整える。 

（3）受託者は、業務の実施にあたり、従事者の知識及び技術向上を図る。 

（4）当該委託実施のために木更津下水処理場に配置した従事者を変更する場合は、市に事前通

知を行い、適正に遂行できるよう教育したうえで配置する。 

（5）市は、当該委託実施のために木更津下水処理場に配置した従事者及びその人数構成等に関

して不適格と認める場合は、受託者に対し改善のための処置を求めることができる。その際、

受託者は業務に支障がないよう速やかに対処する。 
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4 維持管理要求水準 

（1）処理場施設の運転操作、監視に関する要求水準 

ア 水質等の要求水準は、放流水質契約基準並びに提案基準を満たす状態で放流しなけれ

ばならない。ただし、流入水が 2（2）の流入基準を満たしていることを前提とし、流入基準

を満たしていない場合は、契約基準を上回っても受託者の責とはならないが、可能な限り、

放流水質を良好に保つ努力を行なうものとする。 

 

要求水準（放流水質） 

項  目 放流水質契約基準 放流水提案基準 放流水質法定基準 

pH 5.8～8.6 

受託者提案の自主

管理基準を設定の

こと。 

5.8～8.6 

BOD （mg/ℓ） ＜10 ＜15 

COD （mg/ℓ） ＜10 ＜15 

SS  （mg/ℓ） ＜10 ＜40 

大腸菌数 （CFU/mℓ） ＜8 ＜800 

窒素 （mg/ℓ） ＜13 ＜14 

リン （mg/ℓ） ＜1.0 ＜1.0 

※法定基準は、関係法により受託者が遵守しなければならない基準。 

※契約基準は、受託者が達成しなければならない契約上の基準。 

※提案基準は、自らの提案により受託者が達成しなければならない契約上の基準。 

 

イ 運転操作及び監視業務は変化する処理条件に対しても施設の性能等を踏まえた適正な

処理を行なうとともに当該施設の延命化に資する適切な運転操作、及びこれを安定して

維持するための監視を連続的に行なうこと。 

ウ 日常の維持管理に必要な流入水、処理過程水、放流水の総合的な水質の把握及び反応

槽内活性汚泥の状態把握のために必要な水質試験を行なう。 

エ 水質試験は、日本産業規格（ＪＩＳ）並びに公益社団法人 日本下水道協会制定の下水試

験方法等に基づき実施する。 

オ 水質計測機器や水質モニター計の維持管理を適正に行い、その測定値の信頼性を確保

する。 

カ 木更津下水処理場水質試験室においては、労働者の健康障害を防ぐため、作業環境測

定を行う。 

キ 悪臭防止法に基づく規制基準の遵守状況を確認するため、木更津下水道施設において

特定悪臭物質濃度測定を行う。 

 

 

 



 4 

 

（2）汚泥処理施設の運転操作、監視及び脱水汚泥の含水率等に係る要求水準 

ア 脱水汚泥含水率の要求水準は、以下の基準に適合させるものとする。 

項  目 含水率契約基準 含水率提案基準 

No.1脱水機（スクリュー脱水機） 80%以下 受託者提案の自主管理基準を

設定のこと。 No.2脱水機（ベルトプレス脱水機） 80%以下 

イ 良好な汚泥処理に必要な汚泥濃縮槽、脱水機及びその他処理工程の状態把握のために

必要な汚泥試験を行なう。 

ウ 汚泥試験は、日本産業規格（ＪＩＳ）並びに公益社団法人 日本下水道協会制定の下水試

験方法等に基づき実施する。 

エ 脱水汚泥については、市が別途契約を締結した業者が原則として全量堆肥化処理を行う

ものとし、受託者による当該汚泥の場外運搬及び処分は当該業務委託の対象外とする。

ただし、堆肥化処理の円滑な実施に資するよう、必要な協力を行うよう努めなければなら

ない。なお、堆肥化事業が進捗次第では場外処分を行う期間が発生するため、その際は

市が別途契約した運搬業者及び処分業者と必要な調整を行い、適正な汚泥処分を行うこ

と。 

オ 堆肥化事業における品質確保のため、受託者は堆肥化に適した性状（含水率、有機物含

有量、重金属等の含有量が基準値以下であること等）を有する汚泥を安定的に供給する

よう努めること。 

 

（3）ポンプ場施設の運転操作、監視に関する業務要求水準 

ア 対象施設の性能等を十分理解し、大雨・異常流入・停電等に対しても、適切な運転操作、

監視を実施するとともに、必要に応じて現場出勤による適切な対応を行なうこと。特に岩

根ポンプ場及び畑沢中継ポンプ場は降雨時に流入水量が急増する傾向にあるため、注

意されたい。 

イ 対象施設の性能等を十分理解し、ポンプ場及びポンプ場の下流部に過負荷を生じないよ

う、効率的な運転操作、監視を実施すること。 

ウ 上記の業務にて、異常・不良を発見した場合には、速やかに市に報告するとともに、適切

な措置を講ずること。 

エ 上記、実施内容の的確性が説明できるデータの収集・整理。 

オ 必要に応じて沈砂池・ポンプ井清掃及びし渣運搬を行うこと。 

  

（4）ゲート施設の運転操作、監視に関する業務要求水準 

ア 対象施設の性能等を十分理解し、安全な運転操作、監視を実施すること。 

イ 対象施設の性能等を十分理解し、下流部下水道施設等に負担かけないよう、効率的な運

転操作、監視を実施すること。 

ウ 上記の業務にて、異常・不良を発見した場合には、速やかに市に報告するとともに、適切
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な措置を講ずること。 

 

（5）設備の保守点検に関する業務要求水準 

ア 一般的事項 

(ｱ) 設備機器について、各設備機器等が有している機能を正常に発揮し、かつ各設備機

器の耐用年数を増すための、日常点検、定期点検、臨時点検、簡易な修理の実施計画

を作成すること。 

(ｲ) 点検等で、異常・不良あるいは毀損等を発見した場合には、速やかに市に報告すると

ともに、適正な処置を講ずること。 

(ｳ) 上記、実施内容の的確性が説明できるデータの収集・整理。 

 

イ 消防用設備保守点検業務 

消防法第 17 条第 1 項に基づき、下水道施設に設置された消防設備について、適正な

る整備・点検を実施することにより防火に努めること。なお、当該業務の対象範囲は特記

仕様書の別添一覧表に定めたところによる。 

 

ウ 地下タンクの定期点検・漏洩点検業務 

消防法第 14条の 3の 2に基づき、木更津下水処理場、金田西中継ポンプ場、金田東

雨水ポンプ場、金田西雨水ポンプ場、岩根ポンプ場に設置された地下タンク設備の定期

点検及び漏洩点検を行なう。 

 

エ 受水槽・浄化槽等点検業務 

(ｱ) 水道法第 34条の 2に基づく、木更津下水処理場内のポンプ棟及び汚泥処理棟に設置

された受水槽の点検を行なう。 

(ｲ) 浄化槽法第 11条に基づく、東清団地汚水処理場・岩根ポンプ場・金田西雨水ポンプ場

に設置された浄化槽等の点検を行なう。 

 

オ 天井クレーン点検業務 

労働安全衛生法第 41 条に基づく、有効期間を更新するため性能検査を定期的に実施す

ること。 

     ・木更津下水処理場汚水ポンプ用天井クレーン 

     ・木更津下水処理場雨水ポンプ用天井クレーン 

     ・金田西中継ポンプ場天井クレーン 

     ・岩根ポンプ場天井クレーン 
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カ 自家用電気工作物点検業務 

電気事業法により自家用電気工作物の点検及び附属する保護継電器の動作試験、絶縁

抵抗測定等の定期点検を実施し、保守規定を定め厳守及び電気設備に関する技術基準に

適合するよう維持しなければならない。 

 

キ 下水道施設計装設備保守点検業務 

水処理を行なううえで、必要な計装機器の性能及び機能確保をするため点検調整、消耗

部品の交換を行なう。 

 

ク 木更津下水処理場、中継ポンプ場及び雨水ポンプ場の非常用発電機保守点検業務 

(ｱ) 下水処理場に設置された非常用発電機の製造業者推奨の年次点検を毎年行なう。 

・ガスタービン機関（ＡＴ-1800）・・・1台 

・発電機     （1250kVA）・・・1台 

・始動装置    （直流電源盤）・・・2組 

・その他補機及び配管・諸弁類    ・・・1式 

(ｱ) 畑沢中継ポンプ場、畑沢第 2 中継ポンプ場、上総中継ポンプ場、大久保第 1、2、3 中

継所、金田東雨水ポンプ場、金田西雨水ポンプ場、岩根ポンプ場の非常用発電機の

製造業者推奨の年次点検を契約期間中 2回以上行うこと。 

 

ケ 木更津下水処理場空調設備保守点検業務 

木更津下水処理場に設置された空調設備の保守点検業務を行なう。なお、当該業務

の対象範囲は特記仕様書の別添一覧表に定めたところによる。 

 

コ 中継ポンプ場及び雨水ポンプ場のポンプ用原動機の定期点検 

雨水ポンプ場に設置されたポンプ用原動機の製造業者推奨の年次点検を行なう。 

・岩根ポンプ場・・・2台（ディーゼル） 

・金田西雨水ポンプ場・・・2台（ディーゼル） 

・金田東雨水ポンプ場・・・2台（ガスタービン） 

 

サ 遠方監視制御設備点検 

下水処理場に設置された遠方監視制御設備の製造業者推奨の年次点検を行なう。 

 

（6）施設管理に関する業務要求水準 

ア 施設管理に関する業務内容を年間計画に基づいて、適時、適切に執行し、業務使用と同

等以上のレベルを確保すること。 

イ 各施設にかかる消耗交換部品等は、仕様変更による性能低下とならないように実施する
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こと。 

ウ 業務の点検等で、異常が発見された場合は、速やかに市に報告するとともに、修繕その

他適正な処置を講ずること。 

 

（7）修繕に関する業務要求水準 

ア 当該施設ならびに設備の機能が正常に発揮・維持できるよう、適切に修繕を実施するも

のとし、保守・点検業務として行なう簡易な修繕以外の 1件 200万円未満の修繕を対象と

し、年間 5,000万円（税抜）を基準とすること。 

イ 修繕に使用する部品等は、仕様変更に性能低下とならないように実施する。 

ウ 委託終了時における施設の原状回復のための補修を含むものとする。 

エ 修繕実施後の履歴を整理し、市に報告すること。 

オ 業者の選定にあたっては、市内業者を優先するよう努めること。なお、市内業者以外を選

定する合理的な理由がある場合は、その限りではない。 

カ 受託者は、修繕工事等を実施しようとするときは、事前に見積書（内訳明細書）を提出し市

の承認を得なければならない。その際、見積価格が標準歩掛や積算標準単価等と比較し

て適正であることを確認し、市から求められた際はこれを説明する義務を負う。 

キ 修繕工事の費用において、管理諸費、一般管理費、その他受託者の利益に相当する費

用は計上しないものとする。 

ク 突発的な事態により施設の維持管理又は安全性確保のため緊急な修繕が必要と判断さ

れる場合には、受託者は速やかに市と修繕内容、金額、工期及びその他必要な事項等

について協議を行うこと。協議の中で当該修繕金額が 200万円以上となることが想定され

たケースであっても、両者の合意が得られた場合には、当該業務委託の範囲として受託

者に修繕を依頼することがある。 

 

（8）環境整備に関する要求水準 

ア 業務範囲の清掃、整理、整頓並びに植木の剪定・伐採、芝刈り、除草。 

イ 清掃、植木の剪定・伐採、芝刈り、除草の記録及び報告書作成。 

 

（9）物品等の調達・管理に関する要求水準 

  ア 消耗品類及び薬品類 

(ｱ) 業務範囲内の消耗品（薬品、油脂類、燃料、Ａ重油、水質試験器具、計装、電気、機械

設備、その他設備用）及び維持管理状況により交換作業が発生する汚泥移送ポンプ用ス

テータ、脱水機ろ布、並びに脱臭設備用活性炭を調達・管理すること。又、廃棄物につい

ては産業廃棄物として処分する。なお、使用薬品規格の標準は別表－1 のとおりとし、そ

の選定については監督員と協議のうえ変更できるものとする。 

(ｲ) 適正な品質及び規格の物品等を調達し、施設機器の運転、耐用年数等に影響を与え
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ないようにすること。 

(ｳ) 物品在庫等を把握して適宜適切に調達し、在庫不足、品質低下等により、施設運転へ

の影響がないようにすること。 

(ｴ) 物品管理者及び薬品の管理者を選任し、在庫管理（ＳＤＳの整理）を行い、記録及び台

帳を作成し、常に市が確認できるようにすること。 

(ｵ) 計量証明書、品質証明書等の書類（写し）を、市に提出すること。 

(ｶ) 業務の履行開始日に支給する燃料、工業薬品、電気機械消耗品類、分析用薬品、分

析器具等の貸与品については、その種類、規格、数量等を借用書に記載し、市に提出す

ること。 

(ｷ) 契約終了にあたっては、業務の履行開始日に支給された貸与品は、支給時の規格の

ものを、支給時の在庫量に復すること。 

（ｸ） 受託者は、消耗品類及び薬品類のコスト削減を図るため、より低廉な代替製品へ置

き換え可能かどうか市と協議の上、継続的に検証を行うこと。 

 

イ 電力、水道及び通信 

(ｱ) 電力については、市が使用する部分に係る使用分を含めて、受託者が電力会社に電

気料金を支払うこと。なお、電力会社との契約主体は市である。 

(ｲ) 水道水については、市が使用する部分に係る使用分を含めて、受託者が水道料金を

支払うこと。 

(ｳ) 電話料金を含む通信費用については、市が使用する部分を除き、受託者が支払うこ

と。 

(ｴ) 電話回線やインターネット回線の引き込み等新たに設置又は導入が必要なユーティリ

ティについては、受託者が自らの費用負担により設置し、又は導入すること。 

(ｵ) 必要となる通信機器又はＩＴシステムは、受託者の提案により設置可能とする。 

なお、ネットワークの利用に関しては、第三者への情報漏洩が発生しないよう、適切な運

用を行なう。 
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表－1 薬品等の規格 

項  目 薬  品 摘  要 

処理水消毒剤 次亜塩素酸ナトリウム 有効塩素 12％以上、塩分 4％以下 

水処理用凝集剤 ポリ硫酸第 2鉄 

全鉄 11.0％以上、第 1 鉄 0.07％以

下、硫酸イオン 24～27％、比重 1.45

以上 

水処理用凝集剤 PAC 
ポリ塩化アルミニウム 10.0～11.0％ 

比重 1.2、pH2.3～3.2 

No.１余剰汚泥濃縮機 WA フロック C-808 
ｱﾙｷﾙｱﾐﾉｱｸﾘﾚｰﾄ 4 級塩・ｱｸﾘﾙｱﾐﾄﾞ

共重合物 

No.１汚泥脱水機 WA フロック C-807 
ｱﾙｷﾙｱﾐﾉｱｸﾘﾚｰﾄ 4 級塩・ｱｸﾘﾙｱﾐﾄﾞ

共重合物 

No.１汚泥脱水機 WA フロック C-898 ｶﾁｵﾝ系高分子凝集剤 

No.１汚泥脱水機 WA フロック C-200 ﾎﾟﾘｱﾐｼﾞﾝ系高分子凝集剤 

No.１汚泥脱水機 WA フロック CL-640 ｶﾁｵﾝ系高分子凝集剤 

No.１汚泥脱水機 イシフロック IZ89AK1 ﾎﾟﾘｱﾐｼﾞﾝ系高分子凝集剤 

No.２造粒汚泥調質機 クリベストＮ402 
全鉄 11.0％以上、第 1 鉄 0.07％以

下、比重 1.45以上 

No.２造粒汚泥調質機 クリベストＰ 

両性アクリル酸系ポリマー、無機酸

混合物、白色粉末、（pH 2.0～4.0

（0.2％、20℃）粘度 100～400Pa･s

（0.2％、30℃）） 

汚泥消臭剤 ステンチカット M-300 
窒素系酸化物 

比重 1.28～1.32、pH7.0～9.5 

汚泥消臭剤 クリブレーク T-600 窒素系酸化物 

その他消毒剤 次亜塩素酸カルシウム 水路清掃用及び砂ろ過処理水用 

 


